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1. はじめに 
 近年、企業やその他の組織を取り巻く潜在的なリスクが増大し、多様化している。
2001年のアメリカ同時多発テロ以降、テロの脅威が世界各地に広がり、サイバー空間
も含めたテロにかかわるリスクは、あらゆる組織にとって、もはや他人ごとではなく
なっている。 
 さらに、2011 年の東日本大震災と東京電力福島第一原発事故に象徴されるように、
災害や事故にかかわるリスクが拡大し、一方で地球温暖化の進展に伴う天候リスクも
高まっている。潜在的なリスクは政治・経済・社会・自然環境など、あらゆる分野に
またがり、一段と拡大しているのである。 
 リスクへの対応を誤ると、組織は物理的・経済的な損害を被るだけでなく、社会的
な信頼も失うなど、ときとして組織の存続すら危ぶまれるような危機的状況に陥るこ
ともある。したがって、組織は日頃からリスクマネジメントと危機管理（クライシス
マネジメント）に努める必要がある。しかし、リスクマネジメントと危機管理の手法
や解釈をめぐっては、少なからず混乱が見られる。というのも、双方の概念の違いが、
必ずしも明確になっていないからである。 
 リスクマネジメントと危機管理の研究については、両分野ともに数多くの文献が存
在する。だが、大半はそれぞれの分野に特化しており、リスクと危機を個別の概念と
して扱っている。これら2つの概念を一体として論じている文献は極めて少ないのが
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実態である。 
 リスクと危機を区別して一方のマネジメントのみを中心に論じることが、はたして
適切なのだろうか。たとえば、ある組織において軽微と思われていたリスクが、何ら
かの理由で重大リスクとして顕在化し、組織の運営に深刻な影響を及ぼすような事態
に発展したとすると、この事態は明らかに危機といえる。つまり、リスクと危機には
因果関係があり、したがって、そのマネジメントについても統合的にアプローチする
必要がある。 
 本稿はリスクと危機を表裏一体の関係にあるものとしてとらえ、まず、これら2つ
の概念の違いを整理する。そのうえで、リスクと危機のマネジメントの特性と双方の
関係性、さらにその手法について、コミュニケーションの視点から論じる。 
 
2. リスクと危機 
 2.1 リスクとは 
 リスクについては従来、さまざまな定義が存在し、混乱が生じていた。こうした状
況を改善するため、国際標準化機構（ISO）はリスクマネジメントの国際的なガイド
ラインとして、2009年11月にISO 31000:2009, Risk management – Principles and 
guidelinesを公表した。その中で示されたリスクの定義が、国際的に定着しつつある。
これによると、リスクとは「目的に対する不確かさの影響」（Effect of uncertainty on 
objectives）とされる。やや分かりにくいが、ISO 31000は序文で「あらゆる業態およ
び規模の組織は、自らの目的達成の成否および時期を不確かにする内部および外部の
要素ならびに影響力に直面している。この不確かさが組織の目的に与える影響を“リ
スク”という」と述べている。 
 組織には目的の達成に対する不確かさが存在するものであり、この不確かさがもた
らす影響をリスクと呼ぶ、と定義しているのである。ISO 31000はさらに、リスクの
構成要素として、事象（event）、結果（consequence）、起こりやすさ（likelihood）の
3つを挙げたうえで、「リスクは、ある事象の結果とその発生の起こりやすさとの組み
合わせとして表現されることが多い」と説明している。 
 リスクの概念は、これら3つの要素を用いて表現するとわかりやすい、というわけ
である。ここでいう「事象」とはリスクが顕在化した状況のことであり、「結果」とは
その状況がもたらす結末、「起こりやすさ」とは事象や結果の発生確率や所定期間内の
頻度などをいう。したがって、あるリスクを述べる際には、「Ｘ（事象）の発生確率（起
こりやすさ）は何パーセントであり、その場合Ｙ（結果）となる」とか、「もしＸ（事
象）が起きたら、何パーセントの確率（起こりやすさ）でＹ（結果）となる」などと
表現される。 
 なお、リスクの定義にある「影響」とは、目標に対する好ましい影響も好ましくな
い影響も含む、とされている。影響は未来に起きる事象の最終結果のことで、その結
果は、必ずしも損失のようなネガティブなものだけでなく、たとえば、投機をした結
果、儲かったという金銭的にポジティブなものまで含む（小林，2011, p. 16）。つまり、
結果が好ましいか、好ましくないかにかかわらず、不確かさが組織の目的達成に与え
る影響すべてをリスクとしてリスクマネジメントの対象としているのである。 
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 リスクの概念はなかなか理解しにくいので、具体的なリスク項目を洗い出す際には、
代表的な事象の例を参照するとよいだろう。小林（2011, p. 19）は組織におけるリス
クの事象を、4つに分類して例示している。以下にいくつかの例を挙げる。 
 
 ① 事故／災害：台風・洪水・地震・噴火・火災・爆発・航空機事故・交通機関の
事故・ストライキ・システム障害 
 ② 法務：製造物責任訴訟・知的財産権訴訟・インサイダー取引・株主総会関連訴
訟・民事介入暴力事犯・法令違反・私文書偽造・情報の漏えい 
 ③ 財務：企業買収・不良債権・不正取引発生・脱税・税法違反・運転資金等の盗
難 
 ④ 労務：人権問題・労働基準法違反・雇用契約問題・セクハラ・内部告発・役職
員の誘拐・テロ・社会保険の不適用 
 
 上記のリスク項目を見ると、リスクと危機の因果関係が理解できる。地震や航空機
事故、製造物責任訴訟、企業買収、人権問題など、どの項目を取っても、もしリスク
が顕在化して深刻な事態に発展したならば、それは危機となる。危機とは、基本的に
はリスクが顕在化した事象といえるのである（Heath and O'Hair, 2010, p. 9）。 
 
 2.2 危機とは 
 リスクが顕在化しても、すべての事象が危機に発展するわけではない。たとえば為
替リスクや金利リスクなど、通常のビジネス過程で発生する、主として金銭的かつ中
小規模の損害であれば、保険または通常のビジネス過程で吸収することが可能である
（大泉，2004, pp. 61-62）。したがって、このようなリスクは顕在化しても、危機的な
状況にまでは至らないため、リスク事象（event）と呼ぶのが適切だろう。 
 それでは、危機とはどのようなものなのか。五木田（2010, p. 112）によると、危機
とは「リスクが顕在化して、企業の有形・無形の資産、事業活動、利害関係者の生命・
健康などに重大な被害・損失を与え、企業経営に深刻な影響をもたらす事態・状況」
とされる。つまり、「組織全体に影響するか、その可能性がある出来事」（Mitroff, 2000, 
p. 34）であり、組織の「基本的な理念や主観」を脅かす可能性のある「突発的な脅威」
（大泉，2004, p. 1, p. 63）といえるだろう。 
 危機には様々な種類があるが、危機管理の分野で挙げられる例としては、たとえば
大規模な産業災害、欠陥製品による事故、労働争議、テロ、脅迫、敵対的買収などが
ある（Fink, 1986; Mitroff, 1988; 大泉，2004）。一方、Fink（1986, pp. 15-16）によ
ると、危機の特徴としては、①事態が急速にエスカレートする、②メディアの執拗な
せんさくの対象となる、③通常業務に障害が出る、④企業のイメージに傷がつく、④
企業の収益が悪化する――などがあり、これらの特徴のいずれか、あるいは全部が見
られる場合には危機が発生しており、事態が悪化する可能性が高いという。 
 すべてのリスクには、危機の因子が含まれていると考えるべきである。リスクが顕
在化したときの対応を誤ると、リスク事象が危機へと発展してしまうかもしれないの
である（Heath and O'Hair, 2010, p. 9）。こうした事態を招かないためにも、リスク
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マネジメントと危機管理が必要となる。 
 
3. リスクマネジメントと危機管理 
 3.1 リスクマネジメントとは 
 リスクマネジメントとは、まず「わが社をこうしよう！」という組織の目的を自ら
定め、その阻害要因となるリスクを排除する活動である（中嶋，2010, p.21）。リスク
マネジメントを行うにあたっては、組織にとって何がリスクかを検討する前に、まず
何が組織の目的かを明確にする必要があるという。なぜならば、目的がないところに
リスクは存在しないからである。組織が目的を達成しようと目指すときにリスクが生
まれる。そこで、こうしたリスクを防ぐために、リスクマネジメントが必要となる。 
 国際規格の ISO 31000では、リスクマネジメントは「リスクについて、組織を指揮
統制するための調整された活動」と定義されている。この定義の特徴は、リスクマネ
ジメントを単なる現場レベルのリスク対応という枠にとどめず、組織の指揮統制レベ
ルに引き上げた点にある。リスクマネジメントを、経営機能の1つと明確に位置付け
たのである。 
 リスクマネジメントの手法については、ISO 31000で具体的なプロセスが示されて
いる（図表1参照）。その基本的な流れは、①コミュニケーションおよび協議 → ②組
織の状況の確定 → ③リスクアセスメント（リスク特定・リスク分析・リスク評価）
→ ④リスク対応 → ⑤モニタリングおよびレビュー――となっている。 
 
図表1 リスクマネジメントのプロセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  （出所）ISO 31000:2009を基に筆者作成 
③リスクアセスメント 
 
 
 
 
リスク特定
コミュニケーションおよび協議
 
リスク分析
リスク評価
④リスク対応 
組織の状況の確定 
モニタリングおよびレビュー
 
② 
⑤
①
105 
 
 このプロセスについて、ISO 31000は「組織のあらゆる活動には、リスクが含まれ
る。組織は、リスクを特定し、分析し、自らのリスク基準を満たすために、リスク対
応でそのリスクを修正することが望ましいかを評価することによって、リスクを運用
管理する。このプロセス全体を通して、組織は、ステークホルダーとのコミュニケー
ションおよび協議を行い、さらなるリスク対応が必要とならないことを確実にするた
めに、リスクおよびリスクを軽減するための管理策をモニタリングし、レビューする」
と述べている。 
 ここで注目されるのは、ステークホルダーとのコミュニケーションおよび協議を、
リスクマネジメント・プロセスのすべての段階で実施すべき、と主張している点であ
る。コミュニケーションおよび協議とは、ステークホルダーとの間で行われる双方向
コミュニケーションをいう。つまり、ステークホルダーとの対話であり、こうした対
話なしに、リスクマネジメントを行うことはできない、というわけである。 
 リスクマネジメントを実践するにあたっては、まず組織内外のステークホルダーと
の間にコミュニケーションチャネルを確立し、常に情報の共有を図っていかなければ
ならない。そのうえで、リスクマネジメント・プロセスを継続的に繰り返していくの
である。ここでいう情報とは、リスクに関すること、すなわちリスクの存在、特徴、
起こりやすさ、重大性、受容、対応などである（小林，2011, p. 107）。 
 
 3.2 危機管理とは 
 大泉（2004, p. 170）は、危機管理を「可能な限り危機を事前に予知し、その未然防
止を図るとともに、万一発生した場合に損失を最小限にとどめるためのあらゆる活動」
と定義している。前述のように、危機とはリスクが顕在化して組織に深刻な影響をも
たらす事態・状況、あるいは突発的な脅威をいう。まさに組織にとっての「有事」で
あり、即座に対応しなければならない。これが危機管理の領域である。 
 危機管理の研究分野では従来、段階的アプローチが提唱されてきた。よく知られて
いるのはFink（1986, pp. 20-28）の4段階モデルと、Mitroff（1988）の5段階モデ
ルである。Fink は危機を病気の症状になぞらえて、①前兆段階（Prodromal crisis 
stage）、②急性段階（Acute crisis stage）、③慢性段階（Chronic crisis stage）、④解
決段階（Crisis resolution stage）――の4つに分けた。①が危機の警告段階、②が危
機への対応段階、③が危機からの回復段階、④が危機の収束段階と位置づけられてい
る。 
 一方、Mitroffはこのモデルを発展させて、①前兆の発見（Signal detection）、②準
備／防止（Preparation/prevention）、③封じ込め／被害抑制（Containment/damage 
limitation）、④回復（Recovery）、⑤学習（Learning）――の5段階に分けた。Fink
のモデルとの違いは、循環的になっていることだ。このモデルでは①と②が事前段階
であり、ここで適切な対応が取られれば危機を未然に防ぐことができる。もし危機が
発生しても③の段階で危機を封じ込め、被害を最小化するための対策が取られれば、
危機の拡大を食い止めることができる。そうすれば、④と⑤の事後段階で危機からの
回復を図り、教訓を得たうえで再び①に戻ることができるというもので、循環的なプ
ロセスとなっている。 
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 その後、Coombs（2012, pp. 6-29）はこれら2つのモデルを整理し、危機管理プロ
セスを、①危機前（Pre-crisis）、②危機対応（Crisis response）、③危機後（Post-crisis）
――の3段階に収れんさせた（図表2参照）。これによると、危機前の事前段階はFink
のモデルの①、Mitroffのモデルの①と②にあたり、危機に備える平時の対策と位置づ
けられる。 
 
図表2 危機管理モデルの比較 
Fink Mitroff Three-Stage 
前兆 前兆の発見 事前（平時） 
準備／防止 
急性 封じ込め／被害抑制 発生時（有事） 
慢性 回復  
事後（復旧時） 解決 学習 
（出所）Coombs（2012, p. 10）を基に筆者作成 
 
 組織にとって危機となるような緊急事態は必ず起きるものである。したがって、組
織はあらゆる緊急事態を想定し、危機の未然防止に努めなければならない。これが危
機管理における平時対策である。平時対策で重要なことは、危機の前兆を見逃さない
ことである。危機には何らかの前兆がある場合が多いと言われる。たとえば、顧客か
らのクレームの電話などには、製品の潜在的な欠陥を発見できるヒントが含まれてい
る場合もある。こうした前兆を見つけることができれば、速やかに関連部門へ報告し
て修正を図るなど、準備・防止のための適切な行動を取り、危機を未然に防ぐことが
できるかもしれない。 
 しかし、それでも危機が発生した場合には、危機対応の有事段階となる。Finkのモ
デルでは②、Mitroff のモデルでは③にあたる。この段階では大きく分けて 2 つの対
策が必要となる。まずは、危機そのものへの対策、すなわち、危機によって生じた被
害や損害などに対する具体的な対策である。次に、こうした対策に加えて、あるいは
それ以上に重要となるのは、危機の発生と対処方法をどのように発表し、どのように
メディアをはじめとするステークホルダーへの説明責任を果たすか、というコミュニ
ケーション活動である（井上，2009, p. 290）。 
 危機が発生した場合、危機そのものは乗り切っても、社会とのコミュニケーション
をないがしろにすると、社会から誤解や怒りを招き、本来の危機に加えて「二次的危
機」を引き起こす恐れがある（東京商工会議所，2005, p. 16）。この二次的危機が信頼
や評判、ブランドの失墜であり、これを防ぐのがクライシス・コミュニケーションで
ある。危機時におけるステークホルダーとのコミュニケーションは、まさに危機対応
の要となる活動なのである（Coombs, 2012, p. 12）。 
 危機が収束に向かい始めたら、危機後の事後段階となる。Finkのモデルでは③と④、
Mitroffのモデルでは④と⑤にあたる。この段階で求められるのは、危機による損失・
損害からの回復を図るとともに、それまで行った一連の措置や活動をレビューして教
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訓を学び、次の危機に備えることである。まずは、再発防止の具体策を取りまとめて
実施し、これを公表しなければならない（藤江，2012, p. 81）。これによって社会およ
び組織内外のステークホルダーへの説明責任を果たし、組織に対するイメージと信頼
の回復を図るのである。 
 
 3.3 リスクマネジメントと危機管理の関係 
 リスクマネジメントと危機管理の関係については、先のCoombsのモデルに基づい
て危機を3段階のプロセスとしてとらえ、危機発生前の事前段階をリスクマネジメン
トの領域、発生時の有事段階とその後の事後段階を危機管理の領域、と位置づけるこ
とができる。すなわち、以下のように整理できるだろう。 
 
 (1) 事前（平時）：リスクマネジメントの領域 
 危機前の平時対策においては、リスクアセスメント（リスク特定・リスク分析・リ
スク評価）とリスク事象を発生させないための「リスク顕在化抑制対策」、さらに、リ
スクが顕在化した場合に被害や影響を小さくするための「リスク事象軽減対策」が柱
となる（五木田，2010, p. 115）。リスクが顕在化しても危機的な状況にまでは至らな
いリスク事象であれば、その対応はリスクマネジメントの領域となる。 
 なお、こうした平時対策としてのリスクマネジメントは、危機管理における「前兆
の発見」と「準備・防止」のプロセスにつながる。 
 
 (2) 発生時（有事）：危機管理の領域 
 リスク事象が危機に発展した場合には、有事対策としての危機管理の領域となる。
危機の被害と影響の拡大を抑制すること、さらに「二次的危機」の発生を防止するこ
とが柱となる。前項で述べたように、二次的危機の発生を防ぐためにはコミュニケー
ションが重要となるが、これについては、次節で詳述する。 
 
 (3) 事後（復旧時）：危機管理の領域 
 危機が収束段階に入ると、復旧対策としての危機管理の領域となる。危機で被った
ダメージからの回復と、再発防止策の策定・公表が柱となる。 
 
4. コミュニケーション 
 世界で最も優れた計画であっても、効果的なコミュニケーションが行われなければ
うまくいくとは限らない（Hattersley & McJannet, 2005, p. 3）。リスクマネジメント
も危機管理も、これを効果的に実施するためには、コミュニケーションが欠かせない
のである。本節では、これまでの考察に基づき、平時に求められるコミュニケーショ
ンをリスクコミュニケーション、有事に求められるコミュニケーションをクライシス・
コミュニケーションと位置づけ、その意義と手法について述べる。 
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 4.1 リスクコミュニケーション 
 リスクマネジメントの重要な要素は、コミュニケーションである（National 
Research Council, 1989, p. ix）。リスクにかかわる情報は、健康被害や災害、原発事
故など、ときに技術的かつ専門的な内容を含むため、一般の理解が進まない場合もあ
る。したがって、リスクについて正確にわかりやすく伝えるためのコミュニケーショ
ンが不可欠となる。たとえ適切なリスク対策が準備されていても、関係する人々の間
でリスクに関する情報や認識が共有されていなければ、肝心の対策を効果的に実施す
ることが難しくなるだろう。コミュニケーションは、こうした情報や認識のギャップ
を埋める役割を担うものなのである。 
 National Research Council（1989, p. 21）によると、リスクコミュニケーションは、
「個人やグループ、組織の間で行われる情報・意見交換の相互作用的プロセス」と定
義される。この相互作用的プロセス（interactive process）には、2種類のメッセージ
が伴うという。1 つ目は、リスクの性質に関するさまざまなメッセージ、つまりリス
クメッセージである。2 つ目は、リスクそのものに限定しないその他のメッセージ、
たとえば、リスクメッセージおよびリスクマネジメントをめぐる法的・制度的な枠組
みに対する懸念や意見、反応などに関するメッセージである。 
 リスクコミュニケーションは、単にリスクについての情報を伝えればよい、という
ものではない。むしろ、リスクにかかわる利害関係者すべてが、お互いに情報や意見
をやり取りすることを目指す、新しいコミュニケーションの考え方を示すものといえ
るだろう（吉川，2000）。このような考え方が生まれてきた背景には、従来、リスク情
報の主たる送り手であったリスク専門家や行政、企業が、リスク情報も意思決定も独
占していたことに対する社会の不満や批判の高まり、つまり、価値観の変化があると
いう。 
 リスクコミュニケーションが成功したといえるのは、すべての利害関係者がリスク
の問題と行動についての理解レベルを高め、さらに、理解可能な情報が十分に提供さ
れたと彼らが納得した場合である（National Research Council, 1989, p. 2）。こうし
たコミュニケーションを展開するためには、メッセージの受け手をしっかりと把握し、
情報の開放性（openness）を確保しなければならない。 
 リスクコミュニケーションにおいては、メッセージの受け手は、必然的にリスクの
影響を受ける利害関係者となる。したがって、まず、リスクアセスメントによって様々
なリスクを洗い出し、それぞれのリスクの影響を受けると思われるステークホルダー
を把握する必要がある。受け手によってリスクにかかわる情報、コミュニケーション
の内容や媒体も変わってくるからである。 
 次に、こうして把握されたステークホルダーに対して、リスクメッセージを伝える
にあたっては、情報の開放性を確保しなければならない。情報の自由な流れは民主主
義の大前提である。不都合なリスクだからといって、これを開示せずに抑えてしまう
ことは、長期的には社会に不利益と非効率性をもたらす。吉川（2000）によると、リ
スクコミュニケーションは時代の民主的な価値観を反映しており、その意味で一種の
思想運動ともいえるという。 
 受け手にはリスク情報を知る権利があり、送り手には知らせる義務がある。受け手
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の知る権利に応え、情報の自由な流れを確保するという民主的なプロセスが、リスク
コミュニケーションには強く求められるのである。リスクがあることを伝えることに
よって人々がパニックに陥るとか、人々がその意味を理解することができないという
のであれば、まさにそこに、リスクコミュニケーションの果たすべき役割があるとい
えるだろう。 
 
 4.2 クライシス・コミュニケーション 
 クライシス・コミュニケーションとは、危機発生後にメディアやステークホルダー
に対して危機に関する情報提供、説明を行うとともに、情報を交換し合う双方向のコ
ミュニケーション活動をいう（江良，2012, p. 288）。リスクコミュニケーションとの
違いは、ひとたび危機が起きれば、リスクコミュニケーションでできることはそれほ
どないという点で、主にリスクコミュニケーションは危機以前のコミュニケーション
ということである（吉川，2000）。 
 危機が発生した際には、顧客、取引先、行政、株主、地域社会、従業員などステー
クホルダーに対して様々な対応が要求される。特に社会的な関心を呼ぶクライシスに
おいては、社会への説明責任が強く求められる（北見，2014, p. 208）。社会との対話
をないがしろにすると、前述のように、本来の危機に加えて二次的危機、すなわち信
頼失墜の危機を招いてしまうことになる。 
 人は起こしたことではなく、起こしたことにどう対応したかによって非難されると
言われる（東京商工会議所，2005, p. 17）。クライシス・コミュニケーションとは、ま
さにこの「どう対応したか」にかかわる活動なのである。たとえば、友人から借りた
大切な品物を誤って壊してしまったとする。この場合、品物を壊したという「危機」
そのものへの対応は、代わりの品を買って弁償することであろう。しかし、弁償する
だけですむだろうか。もしその品物が友人にとってかけがえのないものであったなら、
とても「弁償したから」だけではすまされない。 
 大切なことは、代わりの品を買うという危機そのものへの対応もさることながら、
友人への心からの謝罪や壊したことの状況説明、できる限りの弁済をする旨の表明な
ど、友人への誠意ある対応であろう。これがクライシス・コミュニケーションであり、
この対応次第で友人との関係は以前より良くなる場合もある。組織にとっての危機も
同じことである。その後の対応次第で、むしろ評価されることさえあるのだ。 
 Augustine（1995）によると、ほとんどの危機には、失敗の根だけでなく成功の種
も含まれているという。危機的状況に潜む成功の可能性を見つけ、育て、実らせるこ
とこそが、危機管理の真髄だと主張する。たとえ重大な危機に直面しても、適切なク
ライシス・コミュニケーションを展開することによって、組織は評判やブランドを守
り、高めることさえ可能なのである。 
 クライシス・コミュニケーションのカギとなるものは何か。それは「真実性」と「透
明性」である（井上，2009, p. 291）。その場限りでない組織の基本姿勢を、正直かつ
誠実に語る「真実性」と、何ごとも包み隠さず積極的に情報公開する「透明性」が何
よりも求められるのである。 
 危機の際には、都合のいいことだけ話して悪いことは隠すといった、小手先のコ  
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ミュニケーションではとても対応できない。真実性と透明性を基本にした迅速かつ適
切なコミュニケーションがとりわけ重要であり、その対象の中心となるのがメディア
である。なぜならば、組織内外のステークホルダーのほとんどがメディアの報道を通
じて状況を知り、判断するからである。言葉を換えるならば、組織に代わって事態の
説明をしてくれるのがメディアなのである。 
 メディアに対しては、相手が理解し納得するまで言葉を尽くして説明しなければな
らない。記者会見などの場で、間違っても一方的に会見を打ち切るようなことがあっ
てはならない。これは真実性と透明性を損なうばかりか、コミュニケーションを拒否
する行為と受け止められ、メディアから強い反発を招くことになる。人間は「コミュ
ニケーションしないことは不可能」（“We cannot not communicate.”）といわれる（八
代他, 1998, p. 59）。コミュニケーションは人間の本能であり、したがって、これを拒
否する行為は、極めて激しい感情的な反発を招く。コミュニケーションなしに危機管
理を行うことはできないのである。 
 さらに、クライシス・コミュニケーションにおいて重要なことはスピードである。
いったん危機が発生したら危機は待ってくれない。事態はとてつもない勢いで、思い
もかけない方向へと展開していくものである。危機への対応は、あたかもゴリラと格
闘するがごとく、休むことができるのはゴリラが休む気になってからである
（Augustine, 1995）。さまざまな危機を経験してきた教訓を、Augustine（1995）は
次の1行にまとめている。「真実をただちに語れ」これに尽きる。 
 
5. おわりに 
 リスクマネジメントの分野では、組織に深刻な影響をもたらす重大リスクは想定危
機として管理されているという（五木田，2010, p. 113）。ということは、リスクマネ
ジメントも危機管理も、その究極の目的は危機の防止にあるといえる。 
 重大リスク事象とは危機のことであり、いかなる組織にとっても避けなければなら
ない事態である。これを未然に防ぎ、万一発生した場合に損失を最小限にとどめるこ
とが、リスクマネジメントと危機管理の共通かつ究極の目的といえよう。 
 リスクマネジメントと危機管理は従来、個別の概念として扱われることが多かった。
しかし、本稿で考察したように、すべてのリスクには危機の因子が含まれている。し
たがって、リスクと危機は、表裏一体のものとしてマネジメントしなければならない。
組織の多くが、リスクマネジメントと危機管理の関係性を再認識し、統合的なコミュ
ニケーションに努めていくことが望まれる。 
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